登別市市民自治推進委員会　第１９回役員会議事録
開催日時　　　平成24年1月30日(月)　　18：30～20：10
開催場所　　　のぼりん　２Ｆ　会議室Ｄ
出席者名　　◆役員：木村義恭、田中寛志、合田美津子、大山口光男、平田和弘、瀧川正義、平田誠治
　　　　　　◆委員：岡田敏治、河村信義
　　　　　　◆事務局：松本政策推進Ｇ総括主幹、沼田政策推進Ｇ主査
◆議案
１．市民自治推進委員会のあり方について
　木村会長より、これまでの役員会で議論をしてきたことを踏まえ三役として標記に関する提言の第一次案を提示した。
行政と市民と地域社会が協働のまちづくりを進めるため、どういったまちづくりを進めていくべきかという観点から市民自治推進委員会が設置されたが、6年間活動してきたが、まだまだ大きな課題を抱えているのが現実である。
よりより市民自治推進委員会を目ざし特別委員会では、多くの団体との連携が必要不可欠と言いながらも実際には机上の議論に終始し広がりを見いだせないでいる。昨年度新たなる組織へと進化したが企画委員会は２つに留まり、会議を進める際に意見は述べるが主体的に関わらないという委員の風潮がみられた。
最高規範条例として登別市まちづくり基本条例があり、そこに定められた市民自治推進委員会という組織は存続させるべきだが、現在の組織は平成２４年３月３１日をもって全委員が登録の更新をしない。各企画委員会も活動を停止する。新たな委員会の仕組みについては、組織作りに精通している行政に一任することとし、委員についても公募制では無くまちづくり活動などを一定年活動したもので行うことが望ましい。
ここにいる委員についても全員が新たな自治推進委員会に入れるという担保は無いということを理解してもらいたい。これまで６年間活動してきたが、大きな成果は上げていない。
　これに対して以下のようなやりとりがあった。
■　提言書の案は、自分の考えと大差はない。一部違うところがある。今後の方向性については、今の市民では力不足。組織作りについて行政に一任してもうまくいかない。会社をリタイヤしている人を入れても仕方ない。社会福祉協議会や連合町内会などの実際に活動している団体の横のつながりを中心に考えて自治推進委員会をつくるべき。
■ 市民自治推進委員会が何を検討する委員会か明確ではないので迷走してきたと思う。協働のまちづくりを推進すると言うことについて漠然としすぎて内容がわからない。組織を作り直してもあまり変わらないのでは。
■ 　市民自治推進委員会は一人歩きしている。市民の声を反映していない。市民自治推進委員会は市のまちづくりのあり方について受ける窓口にすべき。そうでなければ存在価値が無い。諮問機関的な役割を果たすべき。
■　学問的、理論的には自治推進委員会は有効だと思う。
しかし、これまで市民が様々な団体において活動してきたが有機的につながっていない。市民自治推進委員会の委員を団体から選抜するのと公募で構成すると言うことも必要か。
■　サイレントマジョリティと言う言葉がある。市民自治推進委員会はそういった人たちが意見をはき出す場。市民活動をしている古い人は若い人たちの応援をすべき。若い人たちを応援するために市民自治推進委員会の活動内容がだめだとは結論づけたくない。
■　自治推進委員会の目的が不明。課題を見いだすこともできなかった。具体的に課題を見いだすことができれば取り組みを進めることができる。何をすべきかわからなければ何人委員がいても進まない。行政の今やっていることが満足かと言えば、苦情対応など目先の事をしている。自治推進委員会は将来を見据える事ができる人で構成すべき。団体を実際に引っ張っている人などで構成すべき。
■　３月３１日以降のスケジュールはあるのか。元気協議会が設置されると聞いているが、自治推進委員会の存在感が無くなるのでは。
■　総会で意思確認をする必要がある。提言をしたのち、行政がどういった事を検討するかわからないがその後、行政から依頼があれば、３役として受けたいと思っている。元気協議会がどうこうと言うより、市民自治推進委員会は組織として存続する。
■　行政に質問したい。提言では、市民自治推進委員会のメンバーが全員いなくなり、行政に一任したいとあるが行政としてはどう思っているか。受けられると思っているのか。
■　行政の力を貸してほしいと言うことになれば、条例に基づく組織ですので、支援はさせていただきたい。当然３役と話し合いをしながら検討していくと言うことになるかと思う。（事務局）
■　市民自治推進委員会を辞めたくは無い。退会届けを出すことになるのか。一般公募は必要だ。
■　３月３１日で任期満了となるので、更新は無い。
一任した以上、行政が提言の思いを受けてつくるのだから行政の案がおかしいという事はおかしい。
■　やる気のある人が入れる仕組みを設けるべき。入れる道を閉ざすのはどうかと思う。一任の範囲を記載しなければ行政はわからないのではないか。
■　一任された内容について、その都度市民自治推進委員会に協議するのはおかしい。行政の案について市民自治推進委員会と協議をするのであればこれまでの見直し委員会と変わらない。自治推進委員会は本来、行政が組織をどうこうするのはなじまないが、提言の内容に行政の力を借りたいとあり、それであればすべて行政に任せていただくことになる。そうではなく、現在の委員と協議しながら進めるというのであれば、一任すると言うことにはならないのではないでしょうか。それであれば、市民自治推進委員会の中で見直し検討員会等を設置して検討いただきたい。（事務局）
■　設置検討委員会を立ち上げ、市民自治推進委員会を設置した。行政に任せるということは、そういった事も含めてお願いをすると言うことだと思う。
■　今日提言を初めてみたのだから家に持ち帰って検討していただきたい。３月の末には総会を開くとすれば、３月の上旬には全委員に案内を送らなければならない。となると２月の役員会において一定の考えを示す必要がある。２月の役員会において方向性を決めたい。３月に総会を行って提言を市に提出すると言うことになるが、もっと協議をすべきということであれば、任期を延ばす必要がある。その場合も３月に総会を開き、任期の更新について決めることとなる。
■　３月末にしなければならない理由はあるのか。３月で任期更新をしないとなれば企画委員会はどうするのか。
■　３月末までに総会というのは、任期が３月３１日で切れるから現在の任期に置いて一定の考えを決めたいため。
企画委員会については、３月末までに終了すると言うことについて、それぞれの企画委員会において話し合いをしていただきたい。次回の役員会の日程は、２月２０日にお願いしたい。
報告事項
· 事業見直し企画委員会　
1月25日（水）　16：00～17：30 　人事・行政管理グループとの意見交換を行った。
参加者　人事・行政管理グループ　総括主幹以下4名
　　　　市民自治推進委員会　6名　事務局2名　　　合計12名
意見内容　　人事評価制度（案）の概要について
　　　　　　提案制度の職員提案規定について
· 全市観光企画委員会について
　1月26日（木）　18：30～20：10  観光振興Ｇとの意見交換会を行った
　参加者　観光振興Ｇ　主幹以下２人
　　　　　市民自治推進委員会　７名　事務局2名　　　合計13名
意見内容　　全市観光に向けた観光協会との協力体制について
　　　　　　多忙を極める観光振興Ｇについて
次回開催日　　　平成２４年２月２０日（月）午後６時３０分～市民活動センター　のぼりん　　　　
